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【目的】  
	 「心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等に関する
法律」（以下、医療観察法）が 2003 年に成立し、 2005 年に施行された。この
法律は心神喪失又は心神耗弱の状態で、重大な他害行為（殺人、傷害、放火な
ど）を行った者に対して、適切な医療と支援者による支援を通じて「再他害行
為防止」と「社会復帰」を目的としている。重大な他害行為により逮捕された
後、不起訴、あるいは無罪の場合に鑑定入院を経て、裁判所が医療観察法の適
応を判断するが、適応される場合には入院処遇か通院処遇のいずれかの決定と
なる。そして、その約 8 割は入院処遇決定となり、入院処遇を経てから通院処
遇に移行する。入院処遇は指定された入院医療機関（以下、指定入院医療機関）
の医療観察法病棟で行われ、薬物療法に加えて疾病教育や心理教育、認知行動
療法、事件の内省などの様々な心理社会的プログラムが行われる。  
	 対象者は精神疾患によって重大な他害行為を起こしたことから、病状管理は
極めて重要な課題である。そのため、安定した状態の維持や病状悪化のサイン
が見られた時、また、病状悪化が進行した際の対象者の対処や支援者の対応を
まとめた病状管理のための計画書である「クライシス・プラン」が入院処遇中
に作成される。クライシス・プランには「再他害行為のリスクの低減」、「安定
した状態の維持と病状悪化の予防」、「対象者の主体的な疾病自己管理」などの
目的があるが、現場のニーズによって作成されるようになったため、ガイドラ
インへの記載がなく、マニュアルもない状況である。そのため、クライシス・
プランの作成手順や方法は明確ではなく、各指定入院医療機関が試行錯誤しな
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がら作成している状況である。  
	 本研究ではこれまで明らかにされていなかったクライシス・プランの実態調
査を行い、その結果をもとに通院処遇で活用されやすい有効なクライシス・プ
ランを作成に役立つ、指定入院医療機関の医療観察法病棟に勤務するスタッフ
向けの研修プログラムを開発し、その効果測定を行う。本研究によってプログ
ラムの有効性が示されれば、医療観察法病棟スタッフにとってクライシス・プ
ランの作成が円滑になり、通院処遇において活用されやすいクライシス・プラ
ンを作成できる可能性がある。そのことは対象者と通院処遇支援者との協働的
な病状管理につながり、これまで以上に処遇を円滑に進めることに貢献できる
と考えられる。  
 
【対象と方法】  
【 研 究 1】 ク ラ イ シ ス ・ プ ラ ン の 実 態 調 査  
	 指定入院医療機関の医療観察法病棟スタッフ 625 名、指定通院医療機関の医
療観察法担当精神保健福祉士 65 名、社会復帰調整官 176 名、入院処遇から通
院処遇に移行した対象者 16 名から得られたアンケート結果を分析した。なお、
アンケートでは作成や活用、有効性、問題点、また、医療観察法病棟スタッフ
においては研修受講経験や研修内容に関するニーズなどについて尋ねた。  
【研究 2】医療観察法担当スタッフを対象にしたクライシス・プラン作成
研修プログラムの開発  
研究 1 の実態調査の結果に加え、クライシス・プランをめぐる課題や海外に
おける関連領域の研究や実践を取り入れ、「クライシス・プラン作成研修プログ
ラム」を作成した。  
【 研 究 3】 ク ラ イ シ ス ・ プ ラ ン 作 成 研 修 プ ロ グ ラ ム の 介 入 効 果  
	 3 カ所の指定入院医療機関における医療観察法病棟スタッフ 58 名を対象に
介入研究を行った。研修プログラムは 90 分×2 回で構成されており、1 回目と
2 回目の研修の間隔を 1 ヶ月ほど空けた。そして、介入効果の評価は研修開始
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1 ヶ月前と研修直前、研修直後、研修終了 1 ヶ月の 4 点で行い、それぞれの結
果を反復測定分散分析によって検討することとした。アンケートについてはク
ライシス・プラン作成に関する理解度や取り入れる項目の必要性に関する認識、
取り入れる項目に関する効力感、作成に関する効力感、有用な機能にするため
の効力感、作成におけるコミュニケーションスキルに関して尋ねた。また、研
修終了後から研修 1 か月後の調査の間に本研修を実際の臨床場面で活かすこと
ができたかどうかについても尋ねた。  
 
【結果】  
研究 1 の実態調査では、指定入院医療機関の医療観察法病棟スタッフにおい
てはクライシス・プラン作成に関する研修を受けたことがない者が半数程度お
り、「作成」に関する研修のニーズが高かった。作成に関しては「知的能力に応
じたものを作成すること」、「対象者にクライシス・プランの重要性を理解して
もらうこと」、「対象者の地域生活に即したものにすること」に困難感を抱える
傾向があった。また、指定通院医療機関と社会復帰調整官、通院処遇に移行し
た対象者のそれぞれが日常的・病状悪化時ともクライシス・プランを十分活用
しているとはいいがたいことが示された。そして、指定通院医療機関の活用に
影響を与える要因は「対象者と支援者との協働的な病状管理」と「医療観察法
担当スタッフのメンバー数」、「（医療観察法の指定通院医療機関としての）指定
期間」が正の影響、「関係者における重要性の認識の低さ」が負の影響を示した。
社会復帰調整官の活用に影響を与える要因は「適切な対応のための情報共有」
に役立つことが正の影響、「支援者側の重要性の認識に低さ」と「プランの活用
困難」が負の影響を示した。  
研究 2 では実態調査の結果を踏まえ、クライシス・プランをめぐる課題や海
外における関連領域の文献研究 Joint Crisis Plan 研究の成果と課題、司法・矯
正領域で近年注目されているストレングスの視点も取り入れ、クライシス・プ
ランの定義や対象者や支援者との協働的な作成方法や手続き、また実践的なス
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キルトレーニングも含めた 90 分×2 回で構成される「クライシス・プラン作成
研修プログラム」を作成した。  
研究 3 では研究 2 で作成したプログラムの効果測定を行った。それぞれの尺
度については十分な信頼性が確認された。ほとんどの尺度で研修開始 1 か月前、
研修直前と比較し、研修直後と研修 1 か月後の平均値が有意に向上していた。
また、それらは効果量中～大が示された。加えて、実際の臨床場面での活用に
ついてはクライシス・プラン作成に関わり場面のあった 85%のスタッフが「活
用する場面があった」と回答し、通院処遇支援者とのケア会議等で活用できた
といった回答が得られた。  
 
【考察】  
介入効果を評価するための尺度の信頼性が認められ、その尺度によって、研
修１ヶ月前、研修直前と研修直後、研修１ヶ月後に有意差が見られたことは介
入の効果である可能性が高いと言えるだろう。また、研修直後と研修１ヶ月後
の結果の間に有意差は認められず、研修プログラムの効果は１ヶ月が経過する
まで効果が維持されていたと考えられる。これらの結果から、研修プログラム
に取り入れた情報やスキルトレーニングのためのワークがクライシス・プラン
作成のための知識や効力感に働きかける上で有用であった可能性がある。この
点については研修１ヶ月後のアンケートで本研修プログラムを臨床現場で生か
す場面があったと回答した参加者の中で、対象者との面接やケア会議の場面に
応用できたといった意見があったことからも裏付けられる。さらに、効果量が
中から大と判断されたことから、本研修プログラムは医療観察法病棟スタッフ
にとって介入効果の高いプログラムであるといえよう。これは医療観察法病棟
スタッフがこれまでクライシス・プランに関する研修を受講した経験に乏しく、
作成の知識やスキルがわからない中で作成に取り組んできたため、全般的に平
均値が低く、変化が生じる余地が十分あったこと、また「作成」に関する研修
のニーズが高く、今回の参加者の研修への関心も高かったことが関係すると思
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われる。  
本研究において、これまで定義や作成手続きが明確ではなかったクライシ
ス・プランについて、現在の課題や定義、対象者や支援者との協働的な作成方
法や手続き、また実践的なスキルトレーニングも含めた研修プログラムを開発
し、その効果を認めたことについては本研修プログラムの効果が示唆され、現
場における有用性も高いものと思われる。ただし、今回の研究では対照群は設
定しておらず、本研修プログラムの独自の効果とは言い切れない。今後は他の
方法（パンフレットのみなど）との比較により、本研修プログラムの効果を検
討する必要がある。また、有用なクライシス・プランの作成のためには作成段
階のみに焦点を当てるのではなく、処遇を通じて対象者と支援者とが協働的な
取り組みを進めることが重要と考えられる。そのためには、個々のスタッフの
知識や効力感、スキルも重要であるが、クライシス・プランの実践に関してガ
イドラインに位置づけられ、マニュアルも整備されることが望まれる。  
	 今後は研修プログラムによって、実際の作成場面においてどのように有用か、
また対象者側にとってはどのような体験か、そして作成されたクライシス・プ
ランが通院処遇でどのように役立つかといったことを可能な限りエビデンスの
高い研究方法によって、検討することが望ましい。  
